
改革・改善サイクルに係る対応方針
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選挙啓発事業

・選挙権年齢引き下げの動向を注視し啓
発方法および名称を検討すべきでは。
・若年層への啓発の具体的な工夫が必
要では。

改善

18歳以上への選挙権引き下げを見据え、今まで大
学生を中心に啓発活動を行ってきたが、これから有
権者となる中学生や高校生に対しても、学校授業の
中で啓発授業や模擬投票を行うなど、選挙意識を
深めてもらう事業の実施を検討する。また、市民を
対象とした事業の名称変更については、引き続き検
討していく。

若年層の選挙意識
及び
投票率を向上させる

選挙管理委員会事務局 


